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連結貸借対照表（資産の部） (単位　百万円)

科　　目 2024年度
(2025年3月31日現在)

2025年度
(2026年3月31日現在)

現金預け金 127,108 143,404
金銭の信託 2,956 2,956
有価証券 342,970 325,879
貸出金 1,170,901 1,193,204
外国為替 2,136 2,078
その他資産 9,779 11,486
有形固定資産 14,491 14,495

建物 4,263 4,965
土地 8,507 8,480
リース資産 896 759
建設仮勘定 531 ─
その他の有形固定資産 293 291

無形固定資産 719 766
ソフトウエア 670 669
ソフトウエア仮勘定 3 53
その他の無形固定資産 44 44

退職給付に係る資産 5,200 5,813
繰延税金資産 3,903 2,225
支払承諾見返 4,920 4,559
貸倒引当金 △6,275 △6,025
資産の部合計 1,678,812 1,700,846

連結貸借対照表（負債の部） (単位　百万円)

科　　目 2024年度
(2025年3月31日現在)

2025年度
(2026年3月31日現在)

預金 1,430,361 1,467,898
譲渡性預金 38,924 29,416
債券貸借取引受入担保金 28,747 25,536
借用金 88,100 78,900
外国為替 10 40
その他負債 9,935 10,849
賞与引当金 429 446
役員賞与引当金 15 19
睡眠預金払戻損失引当金 313 270
偶発損失引当金 142 178
再評価に係る繰延税金負債 1,389 1,364
支払承諾 4,920 4,559
負債の部合計 1,603,290 1,619,481

連結貸借対照表（純資産の部） (単位　百万円)

科　　目 2024年度
(2025年3月31日現在)

2025年度
(2026年3月31日現在)

資本金 10,000 10,000
資本剰余金 8,208 8,208
利益剰余金 59,071 61,258
自己株式 △294 △294
株主資本合計 76,985 79,172
その他有価証券評価差額金 △5,965 △2,605
土地再評価差額金 2,567 2,513
退職給付に係る調整累計額 1,219 1,496
その他の包括利益累計額合計 △2,178 1,403
新株予約権 173 224
非支配株主持分 541 563
純資産の部合計 75,522 81,364
負債及び純資産の部合計 1,678,812 1,700,846
　

連結損益計算書 (単位　百万円)

科　　目 （2024年4月  1日から
2025年3月31日まで）
2024年度

　 （2025年4月  1日から
2026年3月31日まで）
2025年度

　
経常収益 22,436 29,344
資金運用収益 17,088 20,740
貸出金利息 12,575 15,334
有価証券利息配当金 4,057 4,479
コールローン利息及び買入手形利息 0 ─
預け金利息 331 817
その他の受入利息 123 108
役務取引等収益 3,782 3,846
その他業務収益 133 126
その他経常収益 1,431 4,631
償却債権取立益 442 193
その他の経常収益 989 4,437

経常費用 18,544 25,277
資金調達費用 1,147 3,476
預金利息 973 3,086
譲渡性預金利息 21 88
コールマネー利息及び売渡手形利息 87 76
債券貸借取引支払利息 46 161
借用金利息 19 62
その他の支払利息 0 0
役務取引等費用 2,046 2,112
その他業務費用 464 2,948
営業経費 12,075 12,915
その他経常費用 2,809 3,825
貸倒引当金繰入額 1,147 111
その他の経常費用 1,661 3,713

経常利益 3,891 4,067
特別利益 57 8
固定資産処分益 57 8

特別損失 148 147
固定資産処分損 12 76
減損損失 135 71

税金等調整前当期純利益 3,800 3,928
法人税、住民税及び事業税 1,192 1,131
法人税等調整額 86 △25
法人税等合計 1,278 1,105
当期純利益 2,521 2,822
非支配株主に帰属する当期純利益 26 22
親会社株主に帰属する当期純利益 2,495 2,799

連結包括利益計算書 (単位　百万円)

科　　目 （2024年4月  1日から
2025年3月31日まで）
2024年度

　 （2025年4月  1日から
2026年3月31日まで）
2025年度

　
当期純利益 2,521 2,822
その他の包括利益 △4,683 3,637
その他有価証券評価差額金 △5,422 3,359
土地再評価差額金 △39 ─
退職給付に係る調整額 779 277

包括利益 △2,161 6,459
（内訳）
親会社株主に係る包括利益 △2,187 6,436
非支配株主に係る包括利益 26 22

　

　当行グル―プの2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ―計算書及び連結附属明細表については、金融商品
取引法第193条の2第1項の規定に基づき、有限責任監査法人ト―マツの監査証明を受けており、2026年6月12日付の監査報告書を
受領しております。
　当行グル―プの2025年度（2025年4月1日から2026年3月31日まで）の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表については、会社法第444条第4項の規定に基づき、有限責任監査法人ト―マツの
監査証明を受けており、2026年5月13日付の監査報告書を受領しております。
　本ディスクロ―ジャ―誌の連結財務諸表は、上記の連結財務諸表に基づき作成しておりますが、この連結財務諸表そのものについ
ては監査を受けておりません。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書
前連結会計年度（自 2024年4月1日 至 2025年3月31日） (単位　百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,000 8,208 56,902 △312 74,798

当期変動額

剰余金の配当 △523 △523

親会社株主に帰属する当期
純利益 2,495 2,495

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 △9 18 9

自己株式処分差損の振替 9 △9 ─

土地再評価差額金の取崩 205 205

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 ─ ─ 2,168 18 2,186

当期末残高 10,000 8,208 59,071 △294 76,985

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価

差額金
退職給付に係る

調整累計額
その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △542 2,813 439 2,710 139 516 78,165

当期変動額

剰余金の配当 △523

親会社株主に帰属する当期
純利益 2,495

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 9

自己株式処分差損の振替 ─

土地再評価差額金の取崩 205

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） △5,422 △245 779 △4,889 34 24 △4,830

当期変動額合計 △5,422 △245 779 △4,889 34 24 △2,643

当期末残高 △5,965 2,567 1,219 △2,178 173 541 75,522
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連結株主資本等変動計算書

当連結会計年度（自 2025年4月1日 至 2026年3月31日） (単位　百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,000 8,208 59,071 △294 76,985

当期変動額

剰余金の配当 △667 △667

親会社株主に帰属する当期
純利益 2,799 2,799

自己株式の取得 △0 △0

土地再評価差額金の取崩 54 54

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 ─ ─ 2,186 △0 2,186

当期末残高 10,000 8,208 61,258 △294 79,172

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価

差額金
退職給付に係る

調整累計額
その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △5,965 2,567 1,219 △2,178 173 541 75,522

当期変動額

剰余金の配当 △667

親会社株主に帰属する当期
純利益 2,799

自己株式の取得 △0

土地再評価差額金の取崩 54

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 3,359 △54 277 3,582 51 21 3,655

当期変動額合計 3,359 △54 277 3,582 51 21 5,842

当期末残高 △2,605 2,513 1,496 1,403 224 563 81,364
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連結キャッシュ・フロー計算書

連結キャッシュ・フロー計算書 (単位　百万円)

科　　目 2024年度
（2024年4月1日から2025年3月31日まで）

2025年度
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 3,800 3,928
減価償却費 817 851
減損損失 135 71
持分法による投資損益（△は益） △4 △14
貸倒引当金の増減（△） 687 △249
賞与引当金の増減額（△は減少） 15 16
役員賞与引当金の増減額（△は減少） 4 3
退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △333 △208
睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） △14 △43
偶発損失引当金の増減（△） 2 36
資金運用収益 △17,088 △20,740
資金調達費用 1,147 3,476
有価証券関係損益（△） 875 1,697
為替差損益（△は益） 2 △13
固定資産処分損益（△は益） △44 67
貸出金の純増（△）減 △22,816 △22,303
預金の純増減（△） 30,479 37,537
譲渡性預金の純増減（△） 1,011 △9,507
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 17,900 △9,200
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 4,748 △3,210
外国為替（資産）の純増（△）減 169 57
外国為替（負債）の純増減（△） △3 29
資金運用による収入 17,107 20,671
資金調達による支出 △771 △2,689
その他 4,553 5,299
小計 42,383 5,564

法人税等の支払額 △1,452 △1,275
営業活動によるキャッシュ・フロー 40,931 4,288
投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △115,700 △82,363
有価証券の売却による収入 77,685 67,049
有価証券の償還による収入 39,080 29,091
有形固定資産の取得による支出 △643 △779
有形固定資産の売却による収入 506 78
無形固定資産の取得による支出 △81 △258
無形固定資産の売却による収入 0 0
投資活動によるキャッシュ・フロー 846 12,818
財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務の返済による支出 △123 △143
配当金の支払額 △523 △667
非支配株主への配当金の支払額 △1 △1
自己株式の取得による支出 △0 △0
ストックオプションの行使による収入 0 ─
財務活動によるキャッシュ・フロー △649 △812
現金及び現金同等物に係る換算差額 ─ ─
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 41,128 16,295
現金及び現金同等物の期首残高 85,974 127,103
現金及び現金同等物の期末残高 127,103 143,399
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注記事項（連結）

1 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

破 綻 先：破産、特別清算等もしくは手形交換所の取引停止処分等の事由
により経営破綻に陥っているなど法的又は形式的に経営破綻の
事実が発生している債務者

実質破綻先：法的・形式的な経営破綻の事実は発生していないが、実質的に
経営破綻に陥っている債務者

破綻懸念先：現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が
大きいと認められる債務者

要 管 理 先：要注意先のうち債権の全部又は一部が要管理債権（貸出条件緩
和債権及び三月以上延滞債権）である債務者

要 注 意 先：貸出条件や返済履行状況に問題があり、業況が低調又は不安定
で財務内容に問題があり今後の管理に注意を要する債務者

正 常 先：業況が良好であり、かつ財務内容にも特段の問題がないと認め
られる債務者

1. 連結の範囲に関する事項
⑴ 連結子会社　　　　　　 2社　たいこうカード株式会社

大光キャピタル＆コンサルティング株式会社
⑵ 非連結子会社　　　　　　　　該当ありません。

2. 持分法の適用に関する事項
⑴ 持分法適用の非連結子会社　　該当ありません。
⑵ 持分法適用の関連会社　 1社　大光リース株式会社
⑶ 持分法非適用の非連結子会社　該当ありません。
⑷ 持分法非適用の関連会社　　　大光SBI地域活性化投資事業有限責任組合

持分法非適用の関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分
に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分
法の対象から除いても連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象
から除いております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日はすべて3月末日であります。

4. 会計方針に関する事項
⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価
法（定額法）、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平
均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による
原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理し
ております。

② 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運
用されている有価証券の評価は、時価法により行っております。

⑵ デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

⑶ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、1998年4月1日以後に取得した建物
（建物附属設備を除く。）並びに2016年4月1日以後に取得した建物附属設備
及び構築物については定額法）を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物：8年～50年
その他：3年～20年

連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主とし
て定額法により償却しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウ
ェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間（主として5年）
に基づいて償却しております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固
定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却し
ております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めが
あるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

⑷ 貸倒引当金の計上基準
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、以下に定める債務
者区分に応じて、次のとおり計上しております。

破綻先に係る債権及び実質破綻先に係る債権については、以下のなお書きに記載
されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回
収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、破綻懸念先に係る
債権については、以下の大口債務者に係る債権を除き、債権額から、担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額に対して今後3年
間の予想損失額を見込んで計上しております。
破綻懸念先及び要管理先で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本
の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることがで
きる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子
率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシ
ュ・フロー見積法）により計上しております。
上記以外の債権については、主として正常先と要注意先は今後1年間の予想損失
額、要管理先は今後3年間の予想損失額を見込んで計上しております。
予想損失額は正常先と要注意先は1年間、要管理先と破綻懸念先は3年間の貸倒実
績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき算出した率
と、景気循環の平均期間を反映したより長い期間の貸倒実績率の平均値を比較し
て、高い方の率に基づき将来見込みに応じて、より実態を反映するための修正を
加えて計上しております。

過 去 勤 務 費 用：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数
（8年）による定額法により損益処理

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内
の一定の年数（10年）による定額法により按分した額
を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理

2 重要な会計上の見積り

当連結会計年度
（2026年3月31日）

貸倒引当金 6,025百万円

 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施
し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額か
ら担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立
不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は3,278百万円であり
ます。
連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して
必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。

⑸ 賞与引当金の計上基準
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支
給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

⑹ 役員賞与引当金の計上基準
役員賞与引当金は、役員への業績連動型報酬の支払いに備えるため、役員に対す
る業績連動型報酬の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上して
おります。

⑺ 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について、預金者からの払戻
請求に基づく払戻損失に備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見
込額を計上しております。

⑻ 偶発損失引当金の計上基準
偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度等に伴う費用負担金の支払い
に備えるため、過去の負担実績に基づく負担金支払見込額を計上しております。

⑼ 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に
帰属させる方法については給付算定式基準によっております。また、過去勤務費
用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。

なお、連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付
に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用し
ております。

⑽ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
当行の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しており
ます。

⑾ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現
金預け金」のうち現金及び預入期間が3カ月以内の預け金であります。

・貸倒引当金
⑴ 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 算出方法

貸倒引当金の算出方法は、「注記事項 ■1  連結財務諸表作成のための基本とな
る重要な事項」の「4．会計方針に関する事項⑷ 貸倒引当金の計上基準」に記
載しております。
債務者区分決定においては債務者の業績見通し（将来の経営再建計画含む）な
どの見積りが存在し、貸倒引当金は自己査定結果に基づく債務者区分に応じた
方法により算定しております。

② 主要な仮定
債務者区分は、貸出先の財務情報等に基づき見直しを行っておりますが、業績
が悪化している貸出先の債務者区分は、貸出先の経営再建計画の合理性及び実
現可能性についての判断に依存している場合があります。

③ 翌連結会計年度の連結財務諸表に及ぼす影響
個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合
は、翌連結会計年度に係る連結財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を及
ぼす可能性があります。
経営再建計画の合理性及び実現可能性の判断の前提となる貸出先を取り巻く経
営環境等、貸倒引当金の算定に用いた仮定は不確実であり、当初の見積りに用
いた仮定が変化した場合には、翌連結会計年度の貸倒引当金は増減する可能性
があります。
また、予想損失率の決定における必要な修正等、貸倒引当金の算定に用いた仮
定は不確実であり、貸出先の将来の業績見通しが変化した場合には、翌連結会
計年度の貸倒引当金は増減する可能性があります。
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注記事項（連結）

3 未適用の会計基準等

4 連結貸借対照表関係（2026年3月31日現在）

株式 336百万円
出資金 54百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 3,714百万円
危険債権額 23,071百万円
要管理債権額 38百万円

三月以上延滞債権額 20百万円
貸出条件緩和債権額 17百万円

小計額 26,823百万円
正常債権額 1,184,030百万円
合計額 1,210,853百万円

1,806百万円

担保に供している資産
有価証券 25,383百万円
貸出金 29,068百万円
計 54,451百万円

担保資産に対応する債務
債券貸借取引受入担保金 25,536百万円
借用金 78,900百万円

現金預け金 5百万円
有価証券 92,865百万円

保証金・敷金 138百万円

（「リースに関する会計基準」等）
・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号 2024年9月13日 企業会計基準

委員会）
・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号 2024年9月

13日 企業会計基準委員会）等
⑴ 概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの
一環として、借手の全てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会
計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏まえた検討が行われ、基本的な方針と
して、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号の全て
の定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利
便性が高く、かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が
不要となることを目指したリース会計基準等が公表されました。
借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と
同様に、リースがファイナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるか
にかかわらず、全てのリースについて使用権資産に係る減価償却費及びリース負債に
係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

⑵ 適用予定日
2028年3月期の期首から適用します。

⑶ 当該会計基準等の適用による影響
「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額について
は、現時点で評価中であります。

1. 関連会社の株式又は出資金の総額

2. 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとお
りであります。なお、債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本
の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社
債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によるものに限る。）、
貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の
各勘定に計上されるものであります。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手
続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれ
らに準ずる債権であります。
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成
績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の
高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延
している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しな
いものであります。
貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利
の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる
取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三
月以上延滞債権に該当しないものであります。
正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、破産
更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権並びに貸出条件緩
和債権以外のものに区分される債権であります。
なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

3. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の
取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年3月17日）に
基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形は、売却
又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面
金額は次のとおりであります。

4. 担保に供している資産は次のとおりであります。

上記のほか、為替決済、歳入代理店等の取引の担保として、次のものを差し入れて
おります。

また、その他資産には、保証金・敷金が含まれておりますが、その金額は次のとお
りであります。

融資未実行残高 221,113百万円
うち契約残存期間が1年以内のもの 201,863百万円
うち任意の時期に無条件で取消可能なもの 2,470百万円

4,041百万円

減価償却累計額 9,233百万円

圧縮記帳額 1,060百万円
（当該連結会計年度の圧縮記帳額） （─百万円）

8,768百万円

5 連結損益計算書関係（2025年4月1日〜2026年3月31日）

株式等売却益 4,209百万円

給与手当 7,046百万円

貸出金償却 566百万円
株式等売却損 2,954百万円

6 連結包括利益計算書関係（2025年4月1日〜2026年3月31日）

当期発生額 3,282百万円
組替調整額 1,629百万円

法人税等及び税効果調整前 4,912百万円
法人税等及び税効果額 △1,552百万円
その他有価証券評価差額金 3,359百万円

当期発生額 470百万円
組替調整額 △66百万円

法人税等及び税効果調整前 404百万円
法人税等及び税効果額 △127百万円
退職給付に係る調整額 277百万円

その他の包括利益合計 3,637百万円

5. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行
の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の
限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資
未実行残高は次のとおりであります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未
実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影
響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権
の保全及びその他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを
受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられて
おります。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求す
るほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握
し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

6. 土地の再評価に関する法律（1998年3月31日公布法律第34号）に基づき、当行の
事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当
額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額
を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日　1998年3月31日
同法律第3条第3項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（1998年3月31日公布政令第119号）第2条
第4号に定める地価税法に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算
出。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の期末における時価の合計
額と当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

7. 有形固定資産の減価償却累計額

8. 有形固定資産の圧縮記帳額

9. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によ
る社債に対する保証債務の額

1. その他の経常収益には、次のものを含んでおります。

2. 営業経費には、次のものを含んでおります。

3. その他の経常費用には、次のものを含んでおります。

その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額
その他有価証券評価差額金

退職給付に係る調整額
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注記事項（連結）

7 連結株主資本等変動計算書関係（2025年4月1日〜2026年3月31日）

当連結
会計年度期首
株式数(千株)

当連結
会計年度増加
株式数(千株)

当連結
会計年度減少
株式数(千株)

当連結
会計年度末

株式数(千株)
摘要

発行済株式
普通株式 9,671 ─ ─ 9,671
合計 9,671 ─ ─ 9,671

自己株式
普通株式 141 0 ─ 141 (注)
合計 141 0 ─ 141

区分 新株予約権の
内訳

新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

摘要当連結会計
年度期首

当連結会計年度 当連結会計
年度末増加 減少

当行 ストック・オプション
としての新株予約権 ─ 224

合計 ─ 224

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年6月24日
定時株主総会 普通株式 333 35.0 2025年3月31日 2025年6月25日

2025年11月7日
取締役会 普通株式 333 35.0 2025年9月30日 2025年12月5日

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 1株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2026年6月23日
定時株主総会 普通株式 514 利益剰余金 54.0 2026年3月31日 2026年6月24日

8 連結キャッシュ・フロー計算書関係（2025年4月1日〜2026年3月31日）

現金預け金勘定 143,404百万円
定期預け金（預入期間3カ月超） △5百万円
現金及び現金同等物 143,399百万円

9 リース取引関係（2025年4月1日〜2026年3月31日）

1年内 70百万円
1年超 288百万円
合計 359百万円

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加0千株であります。
2. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

3. 配当に関する事項
⑴ 当連結会計年度中の配当金支払額

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計
年度の末日後となるもの
次の剰余金の配当に関する事項は、2026年6月23日開催予定の定時株主総会の
決議事項となっております。

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

1. ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引
⑴ リース資産の内容

① 有形固定資産
事務機器等であります。

② 無形固定資産
ソフトウェアであります。

⑵ リース資産の減価償却の方法
■1  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「4．会計方針に関する事
項」の「⑶ 固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

2. オペレーティング・リース取引
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

10 金融商品関係（2025年4月1日〜2026年3月31日）  
1. 金融商品の状況に関する事項

⑴ 金融商品に対する取組方針
当行グループは、銀行業務を中心にクレジットカード業務などの金融サービスに
係る事業を行っています。これらの事業を行うため市場の状況や長短のバランス
を調整して、預金取引を中心とする資金調達、貸出金取引を中心とする資金運用
業務を行っています。
また、金利変動を伴う金融資産及び金融負債が業務の中心となるため、金利変動
による不利な影響が生じないように、当行グループでは、資産及び負債の総合的
管理（ALM）を行っています。

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク
当行グループが保有する金融資産は、主として国内の取引先に対する貸出金及び
有価証券であり、貸出金については取引先の債務不履行によってもたらされる信
用リスクに晒されています。また、有価証券は安全性の高い公共債を中心とした
債券と株式及び投資信託受益証券等であり、その他保有目的、売買目的、満期保
有目的で保有しています。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変
動リスク、市場価格の変動リスクに晒されています。
借入金、社債は、一定の環境下で当行グループが市場を利用できなくなる場合な
ど、支払期日にその支払いを実行できなくなる流動性リスクに晒されています。
また、有価証券は市場環境の変化等により、売却できなくなる流動性リスクに晒
されています。

⑶ 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当行グループは、信用リスク管理方針と信用リスク管理規程に基づき、貸出
審査、信用情報管理、信用格付の付与、保証や担保の設定、クレジット・リ
ミットの設定等の与信管理体制を整備して貸出運営しています。また、融資
審査会を開催して一定権限以上の案件審査を行っています。さらに、取締役
会権限を委任されている融資審査会案件は取締役会への報告を行っていま
す。

② 市場リスクの管理
当行グループでは、市場リスク管理方針と市場リスク管理諸規程・要領に基づ
き、リスク管理の状況の的確な認識と適正な市場リスク管理態勢を整備してい
ます。また、市場リスク管理部署をリスク統括部と定め、市場取引を担当する
市場金融部から独立し、牽制する体制としております。リスク統括部は市場リ
スクに係るVaR及びリスク限度額、損失限度額等のリスク管理運営基準の遵守
状況を月次でALM委員会及び取締役会等に報告し、市場取引の適正な運営・管
理と経営体力に見合ったリスクコントロールによる健全性の維持に努めていま
す。
（市場リスクに係る定量的情報）
当行グループでは、金利リスク、価格変動リスク、為替リスク等の影響を受
ける主たる商品は、「有価証券」、「貸出金」、「預金」であり、統一的指
標としてVaRを採用してリスク量を計測しています。VaRの算定にあたって
は、分散共分散法を採用し、信頼区間99.0％、観測期間は原則3年、保有期間
は投資目的等により6カ月もしくは12カ月としております。2026年3月31日
（当期連結決算日）現在で当行グループの市場リスク量は10,673百万円であ
ります。当連結会計年度においては、計測に当たり各投資目的等の保有期間
を統一するとともに計測モデルの精緻化を図りました。
なお、当行グループでは、モデルが算出する日々のVaRと実際の評価損益増
減額を比較するバックテストを実施し、計測モデルが十分な精度で市場リス
クを捕捉していることを確認しております。ただし、VaRは過去の相場変動
をベースに統計的に算出した一定の発生確率でのリスク量であり、通常では
考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない
場合があります。そのため、当行グループでは、別途ストレステスト等によ
り補完する態勢としております。

③ 流動性リスクの管理
ALMを通して適時に銀行全体の資金管理を行うほか、資金調達手段の多様
化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リ
スクの管理を行っています。

⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる
前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
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注記事項（連結）

連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

⑴ 有価証券
満期保有目的の債券 14,756 13,856 △899
その他有価証券（＊1） 308,732 308,732 ─

⑵ 貸出金 1,193,204
貸倒引当金（＊2） △5,892

1,187,312 1,162,730 △24,581
資産計 1,510,801 1,485,319 △25,481
⑴ 預金 1,467,898 1,467,589 △309
⑵ 譲渡性預金 29,416 29,416 ─
⑶ 借用金 78,900 78,192 △707
負債計 1,576,215 1,575,198 △1,016
デリバティブ取引（＊3）

ヘッジ会計が適用されていないもの (4) (4) ─
デリバティブ取引計 (4) (4) ─

区　分 当連結会計年度
（2026年3月31日）

非上場株式（＊1）（＊2） 797
組合出資金（＊3） 1,594

1年以内 1年超
3年以内

3年超
5年以内

5年超
7年以内

7年超
10年以内 10年超

預け金 133,953 ─ ─ ─ ─ ─
有価証券 17,283 62,623 73,965 36,328 46,801 33,826

満期保有目的の債券 3,022 3,881 1,845 18 4,988 1,000
うち国債 ─ ─ ─ ─ 4,988 ─

地方債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社債 3,022 3,881 1,845 18 ─ ─

その他有価証券のうち満期
があるもの 14,260 58,742 72,119 36,310 41,813 32,826

うち国債 4,995 15,880 28,745 12,271 20,296 8,821
地方債 2,304 9,331 11,368 9,075 8,152 354
社債 3,183 16,312 18,843 5,996 3,232 16,162

貸出金（＊） 107,318 73,883 131,921 95,110 135,717 622,660
合　計 258,555 136,506 205,886 131,439 182,518 656,486

1年以内 1年超
3年以内

3年超
5年以内

5年超
7年以内

7年超
10年以内 10年超

預金（＊） 1,379,246 74,386 14,264 ─ ─ ─
譲渡性預金 29,416 ─ ─ ─ ─ ─
債券貸借取引受入担保金 25,536 ─ ─ ─ ─ ─
借用金 42,300 36,600 ─ ─ ─ ─

合　計 1,476,500 110,986 14,264 ─ ─ ─

2. 金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、
市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注1）参
照）。また、現金預け金、外国為替（資産・負債）及び債券貸借取引受入担保金
は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略して
おります。

（単位：百万円）

(＊1) その他有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第31号 2021年6月17日）第24－9項の基準価額を時価とみなす取扱
いを適用した投資信託が含まれております。

(＊2) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
(＊3) その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計
で正味の債務となる項目については、（　）で表示しております。

(注1) 市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであ
り、金融商品の時価情報の「その他有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）

(＊1) 非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会
計基準適用指針第19号 2020年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象とは
しておりません。

(＊2) 当連結会計年度において、非上場株式について15百万円減損処理を行っており
ます。

(＊3) 組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第31号 2021年6月17日）第24－16項に基づき、時価開示の対象
とはしておりません。

(注2) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

(＊) 貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が
見込めない26,592百万円は含めておりません。

(注3) 社債、借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

(＊) 預金のうち、要求払預金については、「1年以内」に含めて開示しております。
3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ
て、以下の3つのレベルに分類しております。

レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお
いて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関す
る相場価格により算定した時価

レベル2の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル1のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

区　分 時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

有価証券
その他有価証券（＊1）

国債・地方債等 89,011 42,587 ─ 131,598
社債 ─ 63,731 ─ 63,731
株式 14,158 ─ ─ 14,158
その他 25,790 61,619 ─ 87,410

デリバティブ取引
通貨関連 ─ 0 ─ 0

資産計 128,960 167,938 ─ 296,898
デリバティブ取引

通貨関連 ─ 4 ─ 4
負債計 ─ 4 ─ 4

期首
残高

当期の損益又は
その他の包括利益 購入、売却

及び償還の
純額

投資信託の基
準価格を時価
とみなすこと

とした額

投資信託の基
準価格を時価
とみなさない
こととした額

期末残高

当期の損益に計上
した額のうち連結
貸借対照表日にお
いて保有する投資
信託の評価損益

損益に
計上

その他の包括
利益に計上

（＊2）
11,590 ─ 245 △2 ─ ─ 11,834 ─

区　分 時価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

有価証券
満期保有目的の債券

国債・地方債等 4,463 ─ ─ 4,463
社債 ─ ─ 8,562 8,562
その他 ─ 830 ─ 830

貸出金 ─ ─ 1,162,730 1,162,730
資産計 4,463 830 1,171,293 1,176,587

預金 ─ 1,467,589 ─ 1,467,589
譲渡性預金 ─ 29,416 ─ 29,416
借用金 ─ 78,192 ─ 78,192

負債計 ─ 1,575,198 ─ 1,575,198

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら
のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も
低いレベルに時価を分類しております。
⑴ 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（単位：百万円）

(＊1) その他有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第31号　2021年6月17日）第24－9項の基準価額を時価とみなす取扱いを適
用した投資信託は含まれておりません。第24－9項の取扱いを適用した投資信託の連
結貸借対照表計上額は11,834百万円であります。

第24－9項の取扱いを適用した投資信託の期首残高から期末残高への調整表
（単位：百万円）

(＊2) 連結包括利益計算書の「その他の包括利益」の「その他有価証券評価差額金」に含ま
れております。

⑵ 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：百万円）

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
資　産

有価証券
有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものは
レベル1の時価に分類しております。主に上場株式や国債がこれに含まれます。
公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル2の
時価に分類しております。主に地方債、社債がこれに含まれます。
また、市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求
に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合
には基準価額を時価とし、レベル2の時価に分類しております。
私募債は、内部格付及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利に
信用リスク等を反映させた割引率で割り引いて時価を算定しており、レベル3の
時価に分類しております。

貸出金
貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利
金の合計額を市場金利に信用リスク等を反映させた割引率で割り引いて時価を算
定しております。このうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映する
ため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない場合は時価と帳簿価額が
近似していることから、帳簿価額を時価としております。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来
キャッシュ・フローの割引現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等を
用いた割引現在価値により時価を算定しております。
これらの取引については、レベル3の時価に分類しております。

負　債
預金、及び譲渡性預金

要求払預金について、連結決算日に要求に応じて直ちに支払うものは、その金額
を時価としております。また、定期預金については、一定の期間ごとに区分し
て、将来キャッシュ・フローを割り引いた割引現在価値により時価を算定してお
ります。割引率は、市場金利を用いております。なお、預入期間が短期間（1年
以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価
としております。当該時価はレベル2の時価に分類しております。
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注記事項（連結）

11 退職給付関係（2025年4月1日〜2026年3月31日）

区　分 金額（百万円）
退職給付債務の期首残高 9,253

勤務費用 211
利息費用 190
数理計算上の差異の発生額 145
退職給付の支払額 △705

退職給付債務の期末残高 9,094

区　分 金額（百万円）
年金資産の期首残高 14,453

期待運用収益 289
数理計算上の差異の発生額 616
事業主からの拠出額 98
退職給付の支払額 △550
その他 0

年金資産の期末残高 14,907

区　分 金額（百万円）
積立型制度の退職給付債務 9,065
年金資産 △14,907

△5,842
非積立型制度の退職給付債務 28
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △5,813

区　分 金額（百万円）
退職給付に係る負債 ─
退職給付に係る資産 △5,813
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △5,813

区　分 金額（百万円）
勤務費用（注） 211
利息費用 190
期待運用収益 △289
数理計算上の差異の損益処理額 △19
過去勤務費用の損益処理額 △47
その他 △0
確定給付制度に係る退職給付費用 45

区　分 金額（百万円）
過去勤務費用 △47
数理計算上の差異 451

合計 404

区　分 金額（百万円）
未認識過去勤務費用 156
未認識数理計算上の差異 2,021

合計 2,177

借用金
借用金については、一定の期間ごとに区分した将来のキャッシュ・フローを市場
金利で割り引いて現在価値を算定しております。なお、約定期間が短期間（1年
以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価
としております。当該時価はレベル2の時価に分類しております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引については、店頭取引（為替予約）であり、公表された相場価
格が存在しないため、取引の種類や満期までの期間に応じて現在価値技法等の評
価技法を利用して時価を算定しております。この評価技法で用いている主なイン
プットは、金利や為替レート等であり、レベル2の時価に分類しております。

1. 採用している退職給付制度の概要
当行は確定給付型の制度として、確定給付企業年金基金制度及び退職一時金制度に
加え、2017年6月1日より確定拠出年金制度を導入しております。
また、2021年10月1日付で確定給付企業年金基金制度の一部について確定拠出年金
制度へ移行しております。
連結子会社のたいこうカード株式会社は、退職一時金制度を設けております。
なお、当行は退職給付信託を設定しております。

2. 確定給付制度
⑴ 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。
⑵ 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

⑶ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に
係る負債及び退職給付に係る資産の調整表

⑷ 退職給付費用及びその内訳項目の金額

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて
計上しております。

⑸ 退職給付に係る調整額
退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次
のとおりであります。

⑹ 退職給付に係る調整累計額
退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳
は次のとおりであります。

債券 51％
株式 23％
現金及び預金 1％
その他 25％

合計 100％

割引率 2.0％
長期期待運用収益率 2.0％
予想昇給率 7.9％

12 ストック・オプション等関係

営業経費 51百万円

2025年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当行取締役(監査等委員である取締役
を除く)7名

株式の種類別のストック・オプション
の数（注） 普通株式39,540株

付与日 2025年7月14日
権利確定条件 権利確定条件は定めていない
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない
権利行使期間 2025年7月15日～2055年7月14日

2025年ストック・オプション
権利確定前（株）

前連結会計年度末 ─
付与 39,540
失効 ─
権利確定 ─
未確定残 39,540

権利確定後（株）
前連結会計年度末 ─
権利確定 ─
権利行使 ─
失効 ─
未行使残 ─

2025年ストック・オプション
権利行使価格（円） 1
行使時平均株価（円） ─
付与日における公正な評価単価（円） 1,319.96

2025年ストック・オプション
株価変動性（注）1 29.738％
予想残存期間（注）2 3.6年
予想配当（注）3 65円/株
無リスク利子率（注）4 0.911％

 
⑺ 年金資産に関する事項

① 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

(注) 年金資産合計には、退職一時金制度に対して設定した退職給付信託が23％含ま
れております。

② 長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産
の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期
の収益率を考慮しております。

⑻ 数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

3. 確定拠出制度
当行の確定拠出制度への要拠出額は114百万円であります。

1. ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名

2. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
⑴ ストック・オプションの内容

(注) 株式数に換算して記載しております。
⑵ ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（2026年3月期）において存在したストック・オプションを対象
とし、ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載しておりま
す。
①ストック・オプションの数

②単価情報

(注) 1株当たりに換算して記載しております。
3. ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された2025年ストック・オプションについての公正な
評価単価の見積方法は以下のとおりであります。
⑴ 使用した評価技法　　ブラック・ショールズモデル式
⑵ 主な基礎数値及び見積方法

(注) 1. 予想残存期間に対する期間（2021年12月17日から2025年7月11日まで）
の株価実績に基づき算出しております。

2. 過去10年間に退任した役員の平均在任期間から、現在在任役員の平均在任期
間を減じた期間を予想在任期間とする方法で見積もっております。

3. 2025年3月期の配当実績であります。
4. 予想残存期間に対応する期間の国債の利回りであります。

4. ストック・オプションの権利確定数の見積方法
将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみを反映させる
方法を採用しております。
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注記事項（連結）

13 税効果会計関係（2025年4月1日〜2026年3月31日）

繰延税金資産
貸倒引当金 2,370百万円
その他有価証券評価差額金 1,427
減損損失 460
有価証券減損 212
賞与引当金 139
退職給付に係る負債 116
減価償却費 95
睡眠預金払戻損失引当金 84
株式報酬費用 70
繰延資産 67
繰延消費税 60
偶発損失引当金 55
その他 205

繰延税金資産小計 5,367
評価性引当額 △2,057
繰延税金資産合計 3,309
繰延税金負債

退職給付に係る資産 △1,022
その他 △61

繰延税金負債合計 △1,084
繰延税金資産の純額 2,225百万円

法定実効税率 30.4％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.1
住民税均等割等 0.7
税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △1.1
評価性引当額 1.1
賃上げ促進税制による税額控除 △2.6
その他 0.3
税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.1％

14 収益認識関係（2025年4月1日〜2026年3月31日）

経常収益 29,344百万円
うち役務取引等収益 3,846百万円

うち預金・貸出業務 1,253百万円
うち為替業務 572百万円
うち投信・保険窓販業務 1,286百万円

15 セグメント情報等

貸出業務 有価証券
投資業務 その他 合計

外部顧客に対する経常収益 13,017 4,843 4,575 22,436

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

2. 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との
間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(注) 役務取引等収益の預金・貸出業務、為替業務及び投信・保険窓販業務に係る収益は、主に
銀行業務から発生しております。なお、上表には企業会計基準第10号「金融商品に関する
会計基準」に基づく収益も含んでおります。

【セグメント情報】
（2024年4月1日～2025年3月31日）
当行グループは、報告セグメントが銀行業のみであり、当行グループの業績における
「その他」の重要性が乏しいため、記載を省略しております。なお、「その他」にはク
レジットカード業務等が含まれております。
（2025年4月1日～2026年3月31日）
当行グループは、報告セグメントが銀行業のみであり、当行グループの業績における
「その他」の重要性が乏しいため、記載を省略しております。なお、「その他」にはク
レジットカード業務等が含まれております。
【関連情報】
（2024年4月1日～2025年3月31日）
1. サービスごとの情報

（単位：百万円）

(注) 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。
2. 地域ごとの情報

⑴ 経常収益
当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計
算書の経常収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

貸出業務 有価証券
投資業務 その他 合計

外部顧客に対する経常収益 15,528 8,762 5,054 29,344

16 1株当たり情報（2025年度）
1株当たり純資産額 8,455円12銭
1株当たり当期純利益 293円79銭
潜在株式調整後1株当たり当期純利益 288円86銭

(注) 1. 1株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。
純資産の部の合計額 81,364百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 788百万円

（うち新株予約権） (224百万円)
（うち非支配株主持分） (563百万円)

普通株式に係る期末の純資産額 80,576百万円
1株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数 9,529千株

2. 1株当たり当期純利益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、
次のとおりであります。
1株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益 2,799百万円
普通株主に帰属しない金額 ─百万円
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 2,799百万円
普通株式の期中平均株式数 9,529千株

潜在株式調整後1株当たり当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益調整額 ─百万円
普通株式増加数 162千株

うち新株予約権 162千株
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり当期
純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 ─

17 重要な後発事象

⑵ 有形固定資産
当行グループは、本邦以外の国又は地域に所在している有形固定資産がないた
め、記載を省略しております。

3. 主要な顧客ごとの情報
特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるもの
がないため、記載を省略しております。

（2025年4月1日～2026年3月31日）
1. サービスごとの情報

（単位：百万円）

(注) 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。
2. 地域ごとの情報

⑴ 経常収益
当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計
算書の経常収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

⑵ 有形固定資産
当行グループは、本邦以外の国又は地域に所在している有形固定資産がないた
め、記載を省略しております。

3. 主要な顧客ごとの情報
特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるもの
がないため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】
当行グループは、報告セグメントが銀行業のみであり、当行グループの業績における
「その他」の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】
該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
該当事項はありません。

【関連当事者情報】
関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。

該当事項はありません。
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